
部・局： 市民環境部

（単位：千円）

番号 予算額 備考

1 406

2 97

3 18,089

利子 人権擁護課

前年度繰上充用金 人権擁護課

事業名 担当課

元金 人権擁護課

平成27年度住宅新築資金等貸付特別会計当初予算重点事項

重点事項
　「住宅新築資金等貸付事業」により昭和55年度から平成３年度まで貸し付けを行った貸付金の償還業務の
円滑化を図ります。



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

  「住宅新築資金等貸付事業」を行うにあたって国から借り入れた長期債の元金を償還し
ます。

0 26

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

23 償還金、利子及び割引料（元金） 406

406

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

380

増　　　　減 26 0 0 0 0 0

前年度予算額 380

   住宅新築資金等貸付事業は、昭和44年に施行された同和対策事業特別措置法に基づいて実施
されたさまざまな事業のうち、環境改善対策の一環として実施された事業です。従前、同和地区
は老朽住宅が密集し、住環境としては劣悪な状態でした。
　 この実態を重視して、当該事業では、老朽住宅の改修、新築を促進するための資金を融資
し、地区住民の生活水準の向上と福祉の増進を図りました。
　 本市では、貸付事業は昭和55年度から始まり、平成３年度で終了しました。現在の業務は貸
付金の回収および起債の償還事務などを特別会計で行っています。
　 なお、平成27年度末には、貸付事業の原資である公債費の償還が完了することからこの特別
会計を廃止、未収金については引き続き一般会計において債権管理を行っていきます。

★独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に年２回（９月末・翌年３月末）償還していま
す。

【長期債元金】４０６千円

会計 　住宅新築資金等貸付特別会計

予算 01　公債費 01　公債費 目 01　元金

事業名  01　元金  所管部課  市民環境部　人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 406



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

  住宅新築資金等貸付事業は、昭和44年に施行された同和対策事業特別措置法に基づいて実施
されたさまざまな事業のうち、環境改善対策の一環として実施された事業です。従前、同和地区
は老朽住宅が密集し、住環境としては劣悪な状態でした。
　 この実態を重視して、当該事業では、老朽住宅の改修、新築を促進するための資金を融資
し、地区住民の生活水準の向上と福祉の増進を図りました。
　 本市では、貸付事業は昭和55年度から始まり、平成３年度で終了しました。現在の業務は貸
付金の回収および起債の償還事務などを特別会計で行っています。
　 なお、平成27年度末には、貸付事業の原資である公債費の償還が完了することからこの特別
会計を廃止、未収金については引き続き一般会計において債権管理を行っていきます。

★独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に年２回（９月末・翌年３月末）償還していま
す。

【長期債利子】７６千円
【一時借入金利子】２１千円

  「住宅新築資金等貸付事業」を行うにあたって国から借り入れた長期債の利子を償還し
ます。

会計 　住宅新築資金等貸付特別会計

予算 01　公債費 01　公債費 目 01　利子

事業名  ０１　利子  所管部課  市民環境部　人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 97 97

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

141

増　　　　減 ▲ 44 0 0 0 0 0

前年度予算額 141

0 ▲ 44

特定財源の
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業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

23 償還金、利子及び割引料（利子） 97



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

  住宅新築資金等貸付事業は、昭和44年に施行された同和対策事業特別措置法に基づいて実施
されたさまざまな事業のうち、環境改善対策の一環として実施された事業です。従前、同和地区
は老朽住宅が密集し、住環境としては劣悪な状態でした。
　 この実態を重視して、当該事業では、老朽住宅の改修、新築を促進するための資金を融資
し、地区住民の生活水準の向上と福祉の増進を図りました。
　 本市では、貸付事業は昭和55年度から始まり、平成３年度で終了しました。現在の業務は貸
付金の回収および起債の償還事務などを特別会計で行っています。
　 なお、平成27年度末には、貸付事業の原資である公債費の償還が完了することからこの特別
会計を廃止、未収金については引き続き一般会計において債権管理を行っていきます。

★独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に年２回（９月末・翌年３月末）償還していま
す。

【前年度繰上充用金】１８，０８９千円

　歳入（貸付金の回収）の不足分を当年度財源から繰り上げて、前年度の収支均衡を図
ります。

会計 　住宅新築資金等貸付特別会計

予算 02 前年度繰上充用金 01　前年度繰上充用金 目 01　前年度繰上充用金

事業名  ０１　前年度繰上充用金  所管部課  市民環境部　人権擁護課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 18,089 18,089

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

24,882

増　　　　減 ▲ 6,793 0 0 0 0 0

前年度予算額 24,882

0 ▲ 6,793
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22 補填金（前年度繰上充用金） 18,089


